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1 はじめに 

 

平成 19 年 7 月 16 日 10 時 13 分頃、新潟

県上中越沖の深さ約17kmと比較的浅い震源

でマグニチュード6.8の地震(新潟県中越沖

地震)が発生した。震源地から柏崎刈羽原発

までの震央距離が 16km、震源距離が 23km と

かなり近いこともあり、柏崎刈羽原子力発

電所が立地する柏崎市及び刈羽村では、同

地震による最大震度 6強を観測している。 

また、平成 19 年 12 月 4 日 9 時 30 分時点

における地震被害は、人的被害が死者15人、

重傷者 192 人、軽傷者 2,153 人、住家被害

が全壊 1,259 棟、半壊 5,487 棟、一部破損

34,485 棟であり、3 件の火災が発生してい

る(表一 1及び図一 1参照)。 

総務省消防庁では、このように大きな被

害を生じた新潟県中越沖地震に対して、消

防庁長官を本部長とする消防庁災害対策本

部を設置し、現地に職員を派遣するととも 

に、緊急消防援助隊の派遣調整、支援物資

の調整等を行ってきたが、今回の地震が今

までの地震災害と大きく異なる点は、原子

力発電所が大規模地震の洗礼を受け、防火・

防災対策上様々な課題があることが明らか 
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になったことである。本稿では、柏崎刈羽原

発火災対応を中心に、原子力発電所におけ

る大規模地震時の課題と教訓について考え

てみたい。 

 

 

2.柏崎刈羽原子力発電所所内変圧器火災の

概要 

所内変圧器が杭基礎であったのに対して

所内変圧器二次側接続母線部のダクト基礎

が直接基礎であったため、今回の地震によ

りダクト基礎の方が約 20cm 余分に沈下し、

ブッシングが破損して絶縁油が漏えいする

とともに、ダクトとブッシングが接触して

地絡・短絡でアーク(火花)が発生して火災

に至ったと言われている(図―2参照)。 

したがって火災は地震発生直後に発生し

たと推定されるが、幸いにも地震発生約 2

分後の 10 時 15 分にはパトロール中の職員

によって火災が発見されている。その後職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

員ら 4 名が屋外消火栓設備を用いて初期消

火を試みたが、消火配管の損傷により有効

な放水を行うことができなかった。また、当

直長は 119 通報を何度も試みたが 10 時 27

分まで繋がらず、繋がった際には消防本部

から「地震による出動要請が多く、到着が遅

くなるので、消防隊到着まで自衛消防隊で

対応して欲しい」との回答を得ている。しか

し、初期消火に当たった職員等は、消火がま

まならない状態では変圧器が爆発する危険

性があると 10 時 30 分頃に判断し、非常災

害対策本部に報告した上で安全な場所に退

避し消防隊の到着を待ったため、地震によ

り参集した非番の消防職員が 11 時 32 分に

化学消防車等で消火活動を開始するまでの

約 1 時間は、変圧器火災が放置され、黒煙

を上げ続けていたことになる。 
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3.柏崎刈羽原子力発電所所内変圧器火災対

応等で感じた専門家の視点と国民の目線 

今回の地震では、原子力発電所が想定を

超えるような大きな揺れに見舞われたにも

関わらず、緊急時に原子炉を「止める」、原

子炉を「冷やす」、原子炉から外部へ放射性

物質が出ないように「閉じ込める」ことに成

功しており、原子力防災の観点からは大き

な問題はなかったと言われている。 

しかし、前述の火災に加え微量の放射性物

質が海中及び大気中に放出されたこともあ

り、国際的にも大きく取り上げられるよう

な風評被害が出た。このように大きな風評

被害が出た背景には、度重なる情報開示の

遅れや不備に伴う電力会社に対する根強い

不信感がある中で、放射性物質という目に

見えないが大量に被ばくすると生命まで脅

かされる物質が漏えいしたという情報が出

回ったこと等が挙げられるが、専門家の視

点と国民の目線に大きな感覚のズレがある

ことを見逃してはいけないと思う。 

例えば、所内変圧器火災対応に当たった

原子力事業所の職員の視点と国民の目線の

違いが挙げられる。職員は、「屋外消火栓設

備が使用できず初期消火はできないかもし

れないが、1メートル以上ある分厚い鉄筋コ

ンクリートの壁で守られた原子炉に影響を

及ぼす心配は無く、延焼拡大の危険性も極

めて低い。そのうちに消防隊員が消火して

くれるだろうから、それまで状況を見守ろ

う。」と考えたのではないかと思われる。こ

れに対して多くの国民は、原子力発電所で

は最先端の設備と徹底した安全管理体制が

確立しており、あらゆる事態に適切に対応

できるはずだと考えているはずである。変

圧器火災に対して長時間に渡り誰も消火活

動を行っていないテレビ映像を見て、放射

性物質が漏えいする等により火災現場に誰

も近づくことができない事態が発生したの

ではないかと不安に思った人が少なからず

いたと思われる。また、微量の放射性物質の

漏えいと火災対応とは無関係であるとわか

った後では、原子力発電所で起きたあの程

度の火災も自力で消火できなかったという

事実に対して、もっと大きな事故が起きた

ら極めて危険な状態になるのではないかと

心配になったのではないだろうか。もし、火

災対応に当たった発電所関係者が国民の目

線で考えることができたら、初期消火活動

に最善を尽くすよう更に努力したであろう

し、住民・国民に対して積極的に安心情報を

発信することができたいのではないだろう

か。 

また、詳細な説明は省略するが、放射性物

質の漏えいという発電所の職員が最も神経

を使うべき事象が発生した際の対応がもた

つき、発表が遅れた。特に 6 号機では、最

初に「非管理区域内にできた水溜まりから

放射能が検出」されてから、放射性物質が施

設外に放出された事実の確定に約 6 時間半

を要している(図一 3 参照)。その主たる原

因として人的要因が挙げられているが、専

門家の視点で「起こり得ないと思い込んで

いる事象」が起きた場合には、人的ミス等に

より誤って報告されたという前提で対応し

てしまい、初動対応に遅れが生ずる場合が

あるのではないか。正確性を期すことが極

めて重要であることに異論はないが、報告

内容の再確認を行うと同時に、報告が正し

かった場合に備えた対応も行い、不測の事
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態に備えることが国民の信頼を勝ち取る上

では必要だと考える。さらに、放射性物質の

放出量をベクレルという国民に馴染みの薄

い単位を用いる一方で、10 のべき乗で数量

を示したため、大量の放射性物質が放出さ

れたのではないかという誤解を国民に与え

てしまった。後にラドン温泉○リットルと

か国際線の飛行機で旅行する場合に自然界

から受ける放射線量と比較するなど、国民

にもわかりやすい表現も付記されたが、こ

れも情報発信時には、正確を期そうという

発信者側である専門家の視点に加え、情報

の受け手である国民の目線に立った「わか

りやすい情報発信」が重要であるという教

訓と言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.さいごに 

 

今回の教訓を踏まえ、電力会社では次の

対策を中心に大規模地震時における防火・

防災体制の強化が図られる予定である。 

(1)夜間等において、常駐又は迅速な参集に

よる 10 名以上の対応要員確保 

(2)タンク付き消防車及び化学消防車等の

配備 

(3)消防署と発電所中央制御室等との問の

専用通信回線の設置・機能確保 

(4)地元消防署等と連携した訓練の実施 

消防庁としても、大規模地震時における

原子力施設等での消防活動対策の充実・強

化を図るためにマニュアルの見直し等を行 
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っているところであり原子力安全・保安院

と連携を図り、原子力発電所等における防

火・防災体制の向上が図られるように、ハー

ド面及びソフト面の充実に力を入れていく

予定である。 

最近、複数の企業で偽装問題が顕在化し、

国民の信頼を著しく損なうとともに、当該

企業の経営基盤さえ危うくするような事態

に至っている。事故対応を誤った場合は、直 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接的に人的・物的損害を被るだけでなく、一

定期間操業できない、社会的信頼を損なう

等の副次的な損害も無視できない場合が想

定される。少しの備えが各事業所のリスク

を軽減することを念頭に置き、各事業所に

おいても「起きるはずがない」という硬直的

な視点ではなく、「万が一起きた場合」とい

う柔軟な視点を持ち、国民の目線も忘れな

いようにした上で、あらかじめ対応策を検

討しておくべき時代になったのではないだ

ろうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


